２　羽合町における農民運動

　農民組合は、戦後の混乱の中にあって、いち早く新しい方向をみいだし、農村の民主化と農民生活の向上を
農地改革と農民運　　指導してきたのであるが、昭和２０年１２月９日連合軍最高司令官の指令によって農地改革が断行され、小作

動の衰退
から自作農への転換がはかられたほか、同じく連合軍指令によって農業団体の民主化がはかられ、新しく農業協同組合が結成されて農民の自主活動がおし進められた。こうしたことから農民の社会的地位は向上し、加えて食糧インフレの昂進による収入増もあって、農民運動は次第に低調になっていった。

　昭和２４年４月、日本農民組合は、政治闘争をめぐって左、右両派が対立し、主体性派と統一派に大きく分裂していったが、鳥取県でも、社会党県連の分裂、日農県連の内部抗争など、農民運動の足なみも乱れてきた。

　長瀬村農民組合は、その後他村へ組織を拡大することができず、村内問題のみを数件取りあげて、議会、農協などへ申し入れをするにとどまり、その存在さえも忘れられる状態であった。
インフレと農業所
　さて、わが国は戦後経済復興のための巨額な財政支出と、重要産業に対する資金の貸出しにより通貨は膨張
得の減退
しインフレがひどくなった。そこで政府は、ドッジラインによる自立経済の政策を強化し、健全財政のもとに物価の安定をはかったが、産業界も経営の改善につとめ企業の合理化を進めるため、労働者に人員整理や低賃金をおしつけてきたので、賃金闘争などの労働運動が活発になり、鳥取県においても昭和２６年には新たに県労働組合協議会が結成された。一方農村においても低米価政策と生産資材の高騰により農業所得は減退し経営が苦しくなってきた。その上、税制改革による増税は、農民の過重負担となり農家経済を強く圧迫し、昭和２４、５年ごろより、農業恐慌のきざしがあらわれてきた。

　そこで農民は、農民の生活を守り、農業生産を前進させるためには必然的に独占資本の勢力と対決しなければならなくなったのであるが、農民組合は分裂し、弱体化していたため、容易に運動はもりあがらなかった。
旧地主勢力の復活
　このころ、農地改革によって没落した旧地主勢力が復活してきた。昭和２８年、全国各地の地主団体が連絡をとり、広島の古本滝夫を会長とする「全国農政連盟」が成立し、鳥取県においても、２,５００名の旧地主がこれに参加して鳥取県支部をつくり、農地法の改廃や農地買上価格の追加補償の法文化を要求して活発な運動をおこした。また、昭和２９年には、香川県の天野富太らにより「農業再建協同組合」が結成され、四国をはじめ近畿、中国各県の元農地委員地主代表に呼びかけ、地主団体の組織の強化をはかった。同年７月８日、県
旧地主による農業
下の旧地主が鳥取図書館に集まり、野田徳寿（岩美郡宇倍野村）を会長とする「鳥取県農業再建協同組合連合
再建協同組合結成
会」が結成された。その後、町村単位に７５組合が結成され、２,０００名におよぶ組合員を獲得した。中部地区においては、木元泰造（赤碕町）らが運動の中心となり、羽合町では、小原定通が理事として活躍した。
農地改革による転
　旧地主は、国会や政府に対して、転落地主救済に関する請願や陳情をさかんにおこなったが、衆議院農林水
落地主救済運動
産委員会は「政府が農地改革以前の地主制の復活を阻み、耕作者の地位の安定と、農業生産力の増進を目的とする現行農地法を厳正に施行するとともに、創設された自作農の維持育成について万全の措置を講ずべきことを期待する」ことを決議し、地主の要求を否定した。しかし旧地主はいぜんとして政治的圧力によって補償をかちとる方針を変えず、ますます強力に運動を展開してきた。ここで昭和２９年に参議院議長に対し、全国農業再建協同組合長名で請願書が提出されているので、その本文を掲載しておく。
転落地主救済の請
　　転落地主救済に関する請願書

願書
　古来我国は瑞穂の国と称し農を以って国の本となし總ての農民は平和であり従順であり且つ朝星夜星を意とせざる努力憂国の民草であったのであります。


　従って地主小作間の紛争等も殆んど皆無に等しき状態を以って今日に至って居ったのであります。只某地方の一部には小作人をして農奴的取扱いをなしたる封建的思想の持主も稀には見受けられたようであります。それがため一般大衆から批判の的となりたる事も否めない事実でありました。

　従って大東亜戦争終結と同時に米軍の進駐するところとなるや之等一切の封建的諸制度は全面的に打破せられ、民主政治の確立を目指して一大変政が断行せらるるに至ったのであります。


　我国過去の農地制度も又この改革に漏るるところなく農地解放という一大鉄槌が下されるに至ったのであります。


　我等地主は買上げ価格の安きこと小作料金の低廉なること、耕作農地の減免等二重三重の大犠牲に依る生活不安も何等異議を唱うることなく、只民主政治確立という大目的の為に農地解放という画期的大事業の完成を目途とし、市街地並に山林の土地開放を除外したる農地のみの開放も喜んで推進協力致した次第であります。

　従ってかかる大事業完成の為には多少の犠牲者あることも之又止むを得ざるところでありますが、農地解放後７か年の歳月を経たる今日よりその過去を顧み、その結果を検討するとき予期に反する多数の犠牲者と幾多の悲惨事の続出せる事実をみる時我等は座視するに忍びざるものがあるのであります。

　即ち夫が、父が、子供が、出征した為婦女子は老父母のみにては耕作不能の為他人に耕作を一時的に委任し僅かばかりの収入に依り辛うじて生活を維持して居りたるものが、終戦後帰還したるときは既に耕作権は人手に渡り居る為妻子を抱え路頭に迷う者さえあり、勤務先の関係上他村に居住して居りたる為不在地主という名目の下に農地を買収せられたる者あり、更に小地主が全部の農地を買上げられながらその価格安き為それによる収入を以ってしては到底転換の方途を定められざる者あり。耕作保有田を認められながらその土地は小作人に依りて耕作せられその小作料金の収入少き為路頭に迷えるもの等々の悲惨事は検挙にいとまがない程であります。更に農地開放に依り地主より反当１,０００円を以って収得したる農地を、現在８０,０００円ないし１４、５万円を以って転売して不当利得を為すという矛盾極まる事例が全国各地に続出しているのであります。

　茲に於て平等と公平を目的とし民主政治に徹せんとして為されたる農地制度の改革が、従来の封建制度に逆転したる不公平不平等の凹凸を生じ、それがため一部犠牲者に対しては非常なる反感と怨を持たすに至っては、平和日本建設の為遺憾の点なしとせざるを以って、万民平等に処を得しむるという大乗的見地と農地改革という特異性に鑑み、平等と公平を基調とする社会的見地より何等かの方法を以って救済の途を講ずる事も之又為政者の一考を要することではないかと思慮するものであります。

　速やかにこれが具体化に依り救済の方途を示され、我等転落地主及その家族をして何等の不安なく真心から平和日本建設の為の礎石となることに遺憾なく邁進なし得る機会を与えられる様施策を起てられんことを偏えに御願い申上ぐる次第であります。


　　　　昭和２９年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　右請願代理人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全国農業再建協同組合


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　組合長　天　　野　　富　　太


　　　参議院議長殿

旧地主救済の法律
　こうした陳情請願はその後も根気よく続けられ、ついに昭和４０年６月「農地被買収者等に対する給付金の

施行
支給に関する法律」が施行された。この法律のねらいは、農地改革後の経済変動とあいまって、改革後２０年もなろうとする日まで旧地主のもっていた各種の不満を最終的に解決しようとしたもので、その概要は次のとおりである。


（１）農地改革で農地を１畝以上買収された者またはその遺族・一般承継人に対して、記名国債で給付金を支

　　給する。

（２）その給付金の額は、買収された農地の面積に反当り単価を乗じて算出した額（その額が１,０００,０００

　　円以上の場合は１,０００,０００円）とするが、この場合


　　ア、畑の買収面積は実面積の６割に換算する。


　　イ、北海道の農地の買収面積は、実面積の２割５分に換算する。

　　ウ、農地を買収されたが同時に農地の売払を受けた場合は、その売渡、売払の面積を買収面積から差引い


　　　たネット買収の面積を買収面積とする。


　　エ、以上の計算後の買収面積の反未満の端数は切り捨てる。


　　オ、反当り単価は、１反以上１町までの分が２０,０００円、１町以上２町までの分が１０,０００円、２町

　　　以上３町までの分が６,０００円、３町以上の分が２,０００円とする。


　　カ、１畝以上１反までの人の給付金の額は、一律１０,０００円とする。


（３）前記の記名国債は、１０年償還（１０,０００円支給分は５年償還）無利子とし、国へ譲渡する場合等の

　　ほか原則として禁止する。


（４）給付金を受けようとする者は、４２年の３月３１日までに所定の請求書に所定の証拠書類を添えて、住

　　所地の市町村長に提出すると、市町村長はこれを買収を受けた者の本籍地知事に通達する。知事の認定が
　　　　　　　　　　　　あった場合は、最寄りの財務局から国債交付通知があり、請求者はこれを以って日銀の支店（代理店）か
　　　　　　　　　　　　ら国債を受けて、毎年６月１５日に郵便局から償還金を受領する。


　　（今回の報償金見込総額１４５,６００,０００,０００円、受給見込総額１,６７０,０００人であった。）
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沈滞していた農民
　沈滞していた農民運動も、前述の旧地主の動きや農村不況を深刻に感じるようになってからは再び活発にな
組織の再建運動
った。しかし、農民組合の全国的組織も、２派にわかれた日農が対立している状態であったので、すみやかに

羽合町農民組合の
農民戦線を統一することが望まれた。日農県連、中連においてもあらためて組織再編の計画が考えられるよう

結成
になった。長瀬村農民組合も、これらの情勢に即応して体制をはかるべく、昭和２９年８月、同志１０数名が集まり組織再建について協議会がひらかれた。再建にあたって組合を同志的結合対とし、全町的な発展を期して組合員の獲得につとめ、同年末には、長瀬、田後地区において１４６名の組合員が加入した。

　昭和３０年１月２５日、羽合土地改良区会議室において、県連委員長門田定蔵、同書記長竹本　節を迎え、「羽合町農民組合」の結成大会が開かれ、委員長に福本誠一、副委員長に徳岡正雄、書記長に松島　弘、監査に谷口幸雄、椿　永寿、また執行委員には次の者が選ばれた。


　米原　太・稲坂　潔・佐野信治・磯江正一・加藤義信・中村久敏・中村義雄・河口武雄・洞ヶ瀬赳太郎・山田純一郎・三村勝平・西原信治

組合書記には磯江俊之祐・秋田弥太郎・秋草鉄雄・柴尾幸雄が選ばれた。


こうして役員構成も終わり、本大会の運動方針の確認と大会宣言が次のように行われた。

羽合町農民組合結
　　　宣　言
成大会宣言
　雪の下に埋もれている麦がやがて春の訪れと共に緑を増しつゝ成長する。如何なる風雪に対しても農民の純朴な意識は挫けるものではない。如何なる悪政が行われようとも、如何に惨めになっても農民はその障害を乗り越えて進む。働く者の尊さがそこにある。

　羽合町に於ける農民組合も幾多の困難があっても決して根絶えるものではない。


　本日、羽合町農民組合の結成再出発に当り、吾等の歩む道を吾々自身で見出し、誰れ憚ることなく堂々と歩み、各種団体と相提携しつつ所期の目的に向って前進することを宣言する。


　　　　昭和３０年１月２５日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　羽合町農民組合


　　運動方針


１、組合の目的


　　羽合町農民の生活の安定を推進し、併せて農民全般の社会的な地位の向上に努める。

２、組織

　１　羽合町農民の個人加盟による自主的単一組合であり、広く町全般に組織を確立する。特に浅津、橋津、


　　宇野地区からの参加を求める。


　２　組合は同志的な結合体であり、素朴な農民意識に基礎をもつ大衆組織である。


　３　従来の如く戸主を中心とした全町加入の方法は取らない。青年婦人を問わず総ての農民に広く門戸を開
　　　　　　　　　　　　放する。

３、運営

　１　大会、執行委員会及び専門委員会を中心として総て運営される。

　２　組合員と役員執行部は相互の理解の上に立ち、車の両輪の如く進まねばならない。


　３　多数決の原則は絶対的に尊重し、組合の意志は会議の議決を経て決定される。


　４　役員、執行部、組合員はすべて議決されたことに責任をもち、強い実行力を以って臨まねばならない。


４、実践活動

　１　政府並に県に対しては、日本農民組合総本部、県連合会を通じ、その指示に基き実践運動に参加する。

　２　羽合町に対しては、各種団体との提携をはかり、民主的な町政への実現を求め、その原動力となる。


　３　広い視野に立ち、その都度に発生する色々な問題を農民の良心を以て律して行く。


　４　県連を中心とする運動への参加、各種講演会、文化行事を行うと共に各種情報資料を衆知させる。


５、当面の問題

　１　供米割当の減額補正の件。


　２　防除用農薬費の国庫並に県費補正の件。


　３　共済保険金の全面的支払いの件。


　４　営農資金、融資の件。


　５　昭和２９年度農業所得税の件。


　６　包装改善対策の件。

６、各種団体との提携


　１　町内の教員組合、役場職員組合、全食糧等に対し労農協議会を提唱し協力体制をつくる。町内在住の諸


　　労働組合員の有志並に進歩的な人々と有機的な連絡を保つ。


　２　青年団との協力を更に強化し、相互提携して幅の広い実践活動を行う。


　３　婦人会に対しては新生活運動を提唱し具体的に協力する。


　４　農業協同組合とは緊密な連絡のもとに協力し、組合員の経済的な向上を計る。併し事業の運営に対する

　　公正妥当な批判を忘れてはならない。


７、政党と組合


　１　組合員の政党支持は原則的に自由である。併し保守政党の綜合性を欠ぐ選挙対策的農業政策や保守の本


　　旨から当然招集される大衆争奪的施策は是認できない。

　２　組合はその目的達成のために政党と提携する。提携の方法、政党への結びつきは組合員の大衆討議に挨

　　たねばならない。


　３　革新的民主政党の支持は組合の底に流れる潮流である。分裂している諸政党の大同的統一を支持する。

　かくして念願の組合再建は実現されたが、組合には、わずかに７４円の繰越金があるのみで、財政的には非常に苦しく加入にあたって組合費１００円を徴集して運動資金に当てた。

羽合町農民組合の
　昭和２９年度、県下は凶作で、羽合町においても台風およびウンカの被害は極めてひどく、郡供米割当数量

活動
より２００石の減収となり、防除農薬費も１,１６０,０００円に達したため農家経済に深刻な打撃をあたえた。同年１１月、日農県連は県立図書館において凶作対策農民大会を開いたが、羽合町農民組合も、これを機会に組合組織の必要性と組織の強化をはかるべく農業委員会、各農協組合、婦人会、青年団など町内の各民主団体に呼びかけて昭和３０年１月３０日「凶作危機突破羽合町農民大会」を開催した。この大会は供米割当減額補正、水稲共済保険金の全面的支払い、農薬の補助金と営農資金７,４００,０００円の融資希望、農業所得税の減税など諸問題を究明し、関係各機関に働きかけて危機打開にとりくんだ。

　この大会において要求したおもな内容は次のとおりである。
凶作危機突破要求
（１）供出米割当て減額補正の件

事項
　　　羽合町は全筆坪刈の結果、郡割当て数量より２００石減収が確実であった。減額補正に当たっては、２
　　　　　　　　　　　　００石をぜひ共確保してもらうことを要請する。


（２）水稲共済保険金の全面的支払の件


　　　統計事務所の報告を以ってなされたため、実情に則した保険金が支払われていない。われわれは全反別

　　にわたって異常災害の補償及び保険金の全面的支払を強力に要請する。


（３）防除用農薬費の国庫及び県費補助の件

　　　羽合町において延５７０町歩の防除面積に及び、その薬剤費１,１６０,０００円の国庫及び県費による全額補助


　　を強く要請する。


（４）営農資金融資実施強化の件


　　　台風及びウンカの被害は極めてひどく、農家の経営は困難におちいっており、本町において７,４００,

　　０００円に及ぶ融資の希望金額に達している。これが全額融資を強力に要請する。


（５）昭和２９年度農業所得税の件

　　　従来所得税の査定にあたっては実情を無視した天下り方法であった。昭和２９年度については、正確な


　　る凶作被害調査の上公正妥当な所得の査定が行われることを要請する。


（6）俵装改善の件

　　　農業倉庫のＡ級とＢ級によって俵装検査が異なっているが、Ａ級倉庫でも、Ｂ級倉庫と同一の俵装検査

　　で出庫できるよう強く要請する。

低米価、強権供出
　この間戦後１０年に及ぶ低米価、強権供出制度に反対する運動がたかまり、全国的農民組織において米価闘
反対運動
争が展開されたのであるが、２９年８月東京で開かれた「米価災害対策全国農民大会」に羽合町農民組合の椿永寿が代表として参加したのをはじめ、県当局に対する要請陳情運動にも代表を送るなど積極的に実践活動をおこなった。しかし、昭和３０年産米より、米の供出制度は予約売渡制度に改められ、これまでの強権発動は解かれたが、反面米の検査がきびしくなり、等級を引き下げられたため実質上の米価は上がらず、その上、差し米、サービス米など余計に出さなければならなかったので、農民組合は供米に関する研究会を開いて、米の売渡し農家と検査受領側との意見を交換し、法の許す範囲内において検査規格や俵装手数を緩和し農家の利益を確保することにつとめた。
農村不況による農
　またこのころ、農村不況を反映して、農地の移動も激増の一途をたどっていた。農林省が発表した昭和２９
地の売買
年の農地移動統制実績によると、分家などによる無償譲渡を除き、取引きされた土地は４８０,０００件、６３,０００町歩にのぼっており、一般売買の年間面積は總耕地の１％を上廻り、總農家の１４％がこれに関係している。とくに自作地の所有権移転は小作地の所有権移転（小作地を小作人が買いとる）のほぼ２倍になっており、その売却の理由は生活費の調達というのが多く、自作農育成上大きな問題となった。そのうえ、昭和３０年政府は、地主攻勢におされて統制小作料の値上げを譲歩したため、農民組合は土地取り上げの意図をもった地主制復活に通ずるものとして値上げ反対に立ち上がり、日農中連も、７月創刊の「日農中連情報」に「小作
羽合町内小作地実
料値上げは地主の支配を強める」ものとし農民の強力な結束によって闘うことを訴えた。羽合町農民組合も小
態調査
作料改訂の意図を組合員に伝え、農民懇談会を開いて意識の昂揚をはかるとともに、町内小作地の実態調査を実施してこれの対策を検討した。

　　　羽合町小作地の実態調査（昭和３０年７月）


　１、筆数　　　７２７


　２、反別　　　４９町７反２畝２７歩

　３、小作料　　２０６,７３１円１６８厘

　４、仝人員　　４２１人


　５、地主人員　１７８人


　同年７月２２日、農林省は小作料引上げの具体案（反当１,９１１円）を発表したが、農民組合の反撃にあい、１,０９１円に落ちついた。

日農町村支部活動
　このような日常経済闘争を強力に推進するためには、単位組合の組織の確立が急務であるが、日農県連にお
の不振
いては、地区連、町村支部間の組織規律が乱れ、委員会の出席も少なく、組合費の未納も多かったので、支部の活動家に対し再三組織および財政の再建を呼びかけ、組合活動の健全なる発展をはかった。当時病臥中の県連書記長竹本　節が、羽合町農民組合の礒江俊之祐にだした手紙に「日農を守る人こそ真実の農民運動家である。どんな方法でもよいから県連、地区連の財政を確立したいものだと思います。財政さえ確立できれば弱い日農でも活動できる多くの問題が山積していると存じます。」と切実な心情をしたためている。

　羽合町農民組合も再建以来組織拡大につとめたが町全域に浸透せず、長瀬地区以外は無組織の状態であった。しかし長瀬地区の組合活動は活発で、執行委員会はしばしば開かれて当面する農政の諸問題について研究討議
昭和３０年以降の
が行われているが、一般的に日常経済面に対する要求活動が多く行われている。昭和３０年１月の羽合町農民

羽合町農民組合活
組合に改組して以来の活動概要は次のとおりである。
動
　第１回執行委員会（30・1・7）・凶作危機突破大会準備・今後の運動方針・県連資金カンパ他


　凶作危機突破農民大会（30・１・30）


　執行委員会（30・2・9）・ヤロビ農法の研究実施・災害共済金の獲得方法・国会議員選挙対策他


　執行委員会（30・2・15）　・選挙対策


　ヤロビ農法の講習会（30・2・25）　執行委員会（30・3・14）　・農業所得の申告について（凶作対策）


　・県議選に対する態度協議他


　執行委員会（30・7・14）　・３０年度産米の価格闘争について・小作料改定に対する反対運動について


　・３０年度産米予約売渡制度について・浅津、橋津、宇野地区に対する組織拡充対策について他


　第１回田後農民懇談会（30・7・17）　・中小学校の教科書代金の予約買受けについて・学校給食の支払い方


　法について・農協の拡声装置について・産業振興について他


　執行委員会（30・9・9）　・供米対策（検査、さし米、サービス米等）・参議院選挙対策について・米の統


　制撤廃反対運動について

　組織再建座談会（30・9・13）　・中央の状勢説明・地方組織再建の具体策について・米の統制撤廃について


　執行委員会（30・10・13）　・３０年度産米に対する問題（検査規格のこと、俵装のこと、サシ米、サービ


　ス米のこと）・米の統制撤廃反対運動と今後の見通し他

　演説会開催（31・1・8）　・弁士、日本社会党書記長　浅沼稲次郎、同党　国会対策委員長　勝間田精一


　執行委員会（31・2・9）　・３０年度産米の豊作に対する所得税対策・土地改良による減歩（約１０坪）に

　対する小作料及び固定資産税の処置について他


　執行委員会（31・2・28）　・３０年度産米農業所得善処方申入れに対する件・ビール麦用叺代金の超過分払


　戻し回答について・衆議院議員補欠選挙について他

　執行委員会（31・3・17）　・参議院議員補選について


　執行委員会（31・3・29）　・参議院議員補選について


　執行委員会（31・5・9）　・県主催の農民祭について（５月１３日米子に於て開催）


　執行委員会（31・6・16）　・参議院議員選挙について

　執行委員会（31・8・16）　・中部地区農民祭施行参加について８月２７日倉吉で開催・農民祭における表彰


　者の選定について


　３１年度産米検査規格等に関する農業委員会との話しあい（31・11・20）　・産米検査規格に対する農林省


　と日農の確約事項に関する話しあい


　執行委員会（32・5・7）　・中部地区連合会出席について他


　講演会開催（32・5・24）於勝福寺　・弁士　衆議院議員　神近市子、足鹿　覚、参議院議員　椿　繁夫、社


　会党県連顧問　中西利理

　社会党江田三郎参議院を囲む座談会（32・7・19）　執行委員会（32・7・27）　・農民新聞について・今後


　の組合活動について・中連大会について他

　県政を聞く会（32・8・11）　・遠藤県知事より県政について講演


　執行委員会（33・8・9）　・農民組合運動の一般状況報告・東伯町農民青年部の活動状況報告と本組合の反


　省他

　昭和３１年１月８日、日本社会党鳥取県支部連合会は、倉吉市上井の中央農協連において、過去のいっさいのいきがかりをすてて、歴史的な県連統一を完成したが、日農県連も組織強化のための従来の政治闘争本位の運動方針を改め、日常経済闘争方式を決定し、米価値上げ闘争や減税運動に主力を注ぎ、各町村支部に対して
日農県連１０周年
啓蒙活動を活発に行うことになった。同年５月５日、日農県連は戦後農民運動１０周年を記念して、農民運動

記の表彰者
物故者慰霊祭を米子市において開催し、今は亡き農民運動指導者の業績をしのび、新たな運動の発展を期したが、中連においても８月２７日倉吉市成徳小学校において農民祭を開催し、物故者の霊を慰めるとともに農民運動功労者を表彰した。羽合町農民組合の表彰該当者は次の通りである。


　物故者


　　中村菊治、長田英治、洞ヶ瀬友好、山名米蔵、津村甚吉


　功労者


　　秋草鉄雄、三村勝平、谷口幸雄、中村義雄、河口武雄、松島　弘、磯江正一、光井菊治、鳥羽久吉、松村

　　権次郎、岡本　実、故島賢市、中村久敏、加藤義信、椿　永寿、洞ヶ瀬赳太郎

日農全国組織の動
　戦後の農民運動組織は、中央、県、市町村段階においてさまざまな組織改変が行われた。日本農民組合も、

向
昭和２１年２月９日再建されたあと、第２回全国大会が開かれた。２２年には、日農は「日本主体性確立同盟」（主体性派）と「統一派懇談会」（統一派）に大きく内部分裂し、名称こそ日本農民組合を呼称していたものの、事実上２つの組織に分かれたまま昭和３３年まで運営された。しかし農民戦線の統一を要望する声は次第に高くなりその声は創立１０周年大会を契機に各派に強く浸透し、そして統一準備会がもたれ、ついに３３年３月大同団結して名称も「全日本農民組合連合会」として発足した。

　中央におけるこうした動きは、町村にはさして大きな影響はなかったが、国会議員選挙などにその支持政党問題がからんでいたようである。こうした政治的活動は別としても、農民組合本来の経済闘争活動は、農政が充実し安定するに伴って要求内容も少なくなり、また国の経済政策が工業を中心として著しい経済成長をとげるに従い、農業から工業へと国民の動行も移行するにおよんで、農民組合の組織も弱体化し、羽合町農民組合の存在は実質的に昭和３５、６年頃までにとどまりその後は自然消滅の形となった。
